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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数の被接合金属部材の各板状部を重ね合わせ、その重合せ部の一方の側から回転せし
められつつ差し込まれるロッド状のプローブと、該プローブの周りに外嵌されて同軸的に
位置し、該一方の側の面に回転状態下に当接せしめられるショルダ面を有する円筒状のシ
ョルダ部材とを備え、且つ、該プローブと該ショルダ部材とが別体に構成されて、別個に
軸方向に移動可能とされた複動式構造を呈する摩擦撹拌点接合用回転工具にして、
　前記ショルダ部材の内周面上又は前記プローブの外周面上の少なくとも何れか一方に、
該ショルダ部材の内周面と該プローブの外周面との間の隙間から入り込んだ前記被接合金
属部材の材料カスを分断するための突起物が設けられていると共に、該ショルダ部材の筒
壁を貫通する排出孔が形成され、該排出孔を通じて、前記突起物にて分断された材料カス
が該ショルダ部材の外部へ排出され得るようにしたことを特徴とする摩擦撹拌点接合用回
転工具。
【請求項２】
　前記ショルダ部材の外周面に、同軸的に、円筒状の押圧部材が外挿され、該押圧部材の
軸方向に作用せしめられる付勢力によって、該押圧部材の先端面が前記重合せ部の一方の
側の面に押圧せしめられ得るようになっており、且つ、該押圧部材の内周面上又は前記シ
ョルダ部材の外周面上の少なくとも何れか一方に、該押圧部材の内周面と該ショルダ部材
の外周面との間の隙間から入り込んだ前記被接合金属部材の材料カスを分断するための突
起物が設けられていると共に、該押圧部材の筒壁を貫通する排出孔が形成され、該排出孔
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を通じて、前記突起物にて分断された材料カスが該押圧部材の外部へ排出され得るように
したことを特徴とする請求項１に記載の摩擦撹拌点接合用回転工具。
【請求項３】
　複数の被接合金属部材の各板状部を重ね合わせ、その重合せ部の一方の側から回転せし
められつつ差し込まれるロッド状のプローブと、該プローブの周りに外嵌されて同軸的に
位置し、該一方の側の面に回転状態下に当接せしめられるショルダ面を有する円筒状のシ
ョルダ部材と、該ショルダ部材の外周面に同軸的に外挿され、軸方向に作用せしめられる
付勢力によって、先端面が前記重合せ部の一方の側の面に押圧せしめられ得るようになっ
ている円筒状の押圧部材とを備え、且つ、前記プローブと前記ショルダ部材とが別体に構
成されて、別個に軸方向に移動可能とされた複動式構造を呈する摩擦撹拌点接合用回転工
具にして、
　前記押圧部材の内周面上又は前記ショルダ部材の外周面上の少なくとも何れか一方に、
該押圧部材の内周面と該ショルダ部材の外周面との間の隙間から入り込んだ前記被接合金
属部材の材料カスを分断するための突起物が設けられていると共に、該押圧部材の筒壁を
貫通する排出孔が形成され、該排出孔を通じて、前記突起物にて分断された材料カスが該
押圧部材の外部へ排出され得るようにしたことを特徴とする摩擦撹拌点接合用回転工具。
【請求項４】
　前記ショルダ部材に、その筒壁を貫通する排出孔が形成されていることを特徴とする請
求項３に記載の摩擦撹拌点接合用回転工具。
【請求項５】
　前記ショルダ部材の内周面と前記プローブの外周面との間の隙間が、先端側において狭
小間隙とされている一方、基部側においては該狭小間隙よりも大なる隙間となる拡大間隙
とされており、更に、該ショルダ部材における該拡大間隙の形成部位に、該ショルダ部材
の筒壁を貫通する排出孔が形成されていることを特徴とする請求項１乃至請求項４の何れ
か１項に記載の摩擦撹拌点接合用回転工具。
【請求項６】
　前記押圧部材の内周面と前記ショルダ部材の外周面との間の隙間が、先端側において狭
小間隙とされている一方、基部側においては該狭小間隙よりも大なる隙間となる拡大間隙
とされており、更に、該押圧部材における該拡大間隙の形成部位に、該押圧部材の筒壁を
貫通する排出孔が形成されていることを特徴とする請求項２乃至請求項５の何れか１項に
記載の摩擦撹拌点接合用回転工具。
【請求項７】
　前記ショルダ部材の筒壁を貫通する排出孔が、該ショルダ部材の外周面側から内周面側
に向かって、前記ショルダ面側に傾斜して形成されていることを特徴とする請求項１、請
求項２、請求項４乃至請求項６の何れか１項に記載の摩擦撹拌点接合用回転工具。
【請求項８】
　前記押圧部材の筒壁を貫通する排出孔が、該押圧部材の外周面側から内周面側に向かっ
て、前記先端面側に傾斜して形成されていることを特徴とする請求項２乃至請求項７の何
れか１項に記載の摩擦撹拌点接合用回転工具。
【請求項９】
　前記ショルダ部材の筒壁を貫通する排出孔が、該ショルダ部材の外周面側から内周面側
に向かって、中心軸に向かう方向とは異なる方向に延びていることを特徴とする請求項１
、請求項２、請求項４乃至請求項８の何れか１項に記載の摩擦撹拌点接合用回転工具。
【請求項１０】
　前記押圧部材の筒壁を貫通する排出孔が、該押圧部材の外周面側から内周面側に向かっ
て、中心軸に向かう方向とは異なる方向に延びていることを特徴とする請求項２乃至請求
項９の何れか１項に記載の摩擦撹拌点接合用回転工具。
【請求項１１】
　請求項１乃至請求項１０の何れか１項に記載の摩擦撹拌点接合用回転工具を備えた摩擦
撹拌点接合装置。
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【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、摩擦撹拌点接合用回転工具に係り、特に、プローブとショルダ部材とが別体
に構成されて、それぞれ、軸回りに回転可能に且つ軸方向に別個に移動可能とされた複動
式構造を呈する摩擦撹拌点接合用回転工具であって、円滑な摩擦撹拌点接合操作を繰り返
し行ない得るものに関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来から、自動車の製造工程においては、そのボデー部材や各種部品が、複数の金属板
部材を重ね合わせて、それらをリベットや抵抗スポット溶接の如き点接合にて連結して、
一体化することにより、製造されてきており、また、そのような点接合による金属板部材
の連結形式は、鉄道車両を始めとする各種車両や、航空機等の輸送機分野において、また
、家電製品、建材等の構造物等の分野においても、広く採用されている。
【０００３】
　一方、特許文献１等において、接合時の入熱が少なく、軟化や歪みの程度が少ない接合
手法として、摩擦熱を利用して、金属部材を接合せしめるようにした摩擦撹拌接合法が提
案されるに至り、更に、そのような摩擦撹拌接合法を利用して、複数の金属板部材の重合
せ部位を点接合せしめる技術が検討され、それによって、従来の抵抗スポット溶接やリベ
ットによる接合よりも、継手品質が良く、良好な接合状態が安定して得られるとして、各
種の摩擦撹拌点接合方法（Friction Stir Spot Welding）が、提案されている（特許文献
２～５等参照）。
【０００４】
　それら各種の摩擦撹拌点接合方法の中の一つに、本願出願人の一人が提案した方法であ
って、プローブとショルダ部材とが別体に構成されて、別個に軸方向に移動可能とされた
複動式構造の回転工具を用いる方法がある（特許文献５参照）。即ち、そこにおいては、
かかる構造（複動式構造）の回転工具を用い、接合されるべき金属板部材の重合せ部に対
して、それぞれ、回転せしめられたプローブ及びショルダ部材の差し込み（突き出し）と
当接によって、かかる重合せ部に摩擦撹拌領域を形成して、それら複数の金属板部材の接
合を図った後、プローブを摩擦撹拌領域から引き抜きつつ、ショルダ部材を前進させて、
摩擦撹拌領域の表面を押圧することによって、プローブ穴内に周囲の摩擦撹拌領域の材料
を流れ込ませて、かかるプローブ穴を埋め、そして、プローブとショルダ部材のショルダ
面とが面一となったところで、回転工具を重合せ部から離脱させるようにした方法が明ら
かにされている。かかる先に提案の方法は、従来の、ロッド形状の工具本体の先端に、ピ
ン形状の硬質プローブを一体的に設けてなる構造のピン型工具（回転工具）を用いた方法
（特許文献１～４等参照）における問題点、具体的には、点接合操作の終了後に、金属板
部材の重合せ部位に形成される摩擦撹拌領域（撹拌部）からピン型工具を引き抜くと、そ
こに、かかるピン型工具の先端の差し込み部分に対応した形状の凹所（穴）が残り、これ
が、塗装時における液溜まりの問題を惹起したり、接合されるべき金属板部材の継手強度
（結合強度）にも悪影響をもたらす等の問題点が、有利に解消されたものとなっており、
また、接合されるべき金属板部材の板厚が種々変化しても、一つの回転工具にて対応する
ことが出来るという特徴をも有している。
【０００５】
　しかしながら、上述したような複動式構造の回転工具を用いた摩擦撹拌点接合方法にあ
っては、用いる回転工具が複動式構造であるが故に、プローブとショルダ部材との間には
、必然的にクリアランス（隙間）が存在することとなり、そのために、そのようなクリア
ランスに、摩擦撹拌領域（接合部）を構成する被接合金属部材の材料が入り込み、凝着す
る問題があり、そしてそれによって、プローブとショルダ部材との間における、互いに独
立した作動（移動）が困難となったり、ひいては、摩擦撹拌点接合操作を繰り返して行う
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ことが不可能となる問題があった。
【０００６】
　このため、本願出願人等は、プローブとショルダ部材とが別体に構成されて、別個に軸
方向に移動可能とされた複動式構造を呈する摩擦撹拌点接合用回転工具の他の一種として
、ショルダ部材の内周面とプローブの外周面との間の隙間が、先端側において狭小間隙と
されている一方、基部側においては狭小間隙よりも大なる隙間となる拡大間隙とされてお
り、更に、ショルダ部材における拡大間隙の形成部位に、筒壁を貫通する排出孔が形成さ
れ、狭小間隙を通じて入り込んだ被接合金属部材の材料カスが、この排出孔を通じて外部
に排出され得るようにした摩擦撹拌点接合用回転工具と、そのような回転工具を用いた摩
擦撹拌点接合方法として、複数の被接合金属部材の板状部の重合せ部に対して、摩擦撹拌
点接合操作を実施した後、プローブとショルダ部材とを繰り返し、軸方向に抜き差し移動
させて、重合せ部の摩擦撹拌部から（ショルダ部材とプローブとの間の）隙間に流入して
溜った或いは固着した被接合金属部材の材料カスの排出を促進せしめる手法を、提案して
いる（特願２００５－１２１０８８）。
【０００７】
　しかしながら、そのような先に提案の摩擦撹拌点接合用回転工具を用いて、摩擦撹拌点
接合操作を繰り返し、実施すると、その繰返し回数が比較的少ない場合には、ショルダ部
材とプローブとの間の隙間から流入した被接合金属部材の材料カスが、ショルダ部材に設
けられた排出孔から効果的に回転工具の外部に排出され、上述したような問題の発生が有
利に抑制され得たものの、点接合操作の繰返し回数が多くなるに従って、材料カスが排出
孔から外部へ排出し難くなり、結果として、先に提案の摩擦撹拌点接合方法の如く、点接
合操作を実施した後に、プローブ及びショルダ部材を、繰り返し、軸方向に相対的に抜き
差し移動させて、それら部材の間の隙間に流入した材料カスを排出せざるを得なかったの
であり、その点において、未だ改良の余地が残されていたのである。
【０００８】
　なお、本発明に関連する先行技術文献としては、以下のものがある。
【特許文献１】特許第２７１２８３８号公報
【特許文献２】特開２００１－３２１９６７号公報
【特許文献３】特開２００１－３１４９８３号公報
【特許文献４】特開２００２－１２００７７号公報
【特許文献５】特開２００１－２５９８６３号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　ここにおいて、本発明は、かかる事情を背景にして為されたものであって、その解決す
べき課題とするところは、プローブとショルダ部材との間の隙間等に入り込む金属材料を
摩擦撹拌点接合操作中に効果的に外部に排出して、かかる金属材料の凝着によって惹起さ
れる問題を有利に緩和乃至は回避し、以て、円滑な摩擦撹拌点接合操作を繰り返し行ない
得るようにした摩擦撹拌点接合用回転工具を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　そして、本発明にあっては、上記した課題を解決するために、複数の被接合金属部材の
各板状部を重ね合わせ、その重合せ部の一方の側から回転せしめられつつ差し込まれるロ
ッド状のプローブと、該プローブの周りに外嵌されて同軸的に位置し、該一方の側の面に
回転状態下に当接せしめられるショルダ面を有する円筒状のショルダ部材とを備え、且つ
、該プローブと該ショルダ部材とが別体に構成されて、別個に軸方向に移動可能とされた
複動式構造を呈する摩擦撹拌点接合用回転工具にして、前記ショルダ部材の内周面上又は
前記プローブの外周面上の少なくとも何れか一方に、該ショルダ部材の内周面と該プロー
ブの外周面との間の隙間から入り込んだ前記被接合金属部材の材料カスを分断するための
突起物が設けられていると共に、該ショルダ部材の筒壁を貫通する排出孔が形成され、該



(5) JP 4872080 B2 2012.2.8

10

20

30

40

50

排出孔を通じて、前記突起物にて分断された材料カスが該ショルダ部材の外部へ排出され
得るようにしたことを特徴とする摩擦撹拌点接合用回転工具を、その要旨とするものであ
る。
【００１１】
　また、本発明は、複数の被接合金属部材の各板状部を重ね合わせ、その重合せ部の一方
の側から回転せしめられつつ差し込まれるロッド状のプローブと、該プローブの周りに外
嵌されて同軸的に位置し、該一方の側の面に回転状態下に当接せしめられるショルダ面を
有する円筒状のショルダ部材と、該ショルダ部材の外周面に同軸的に外挿され、軸方向に
作用せしめられる付勢力によって、先端面が前記重合せ部の一方の側の面に押圧せしめら
れ得るようになっている円筒状の押圧部材とを備え、且つ、前記プローブと前記ショルダ
部材とが別体に構成されて、別個に軸方向に移動可能とされた複動式構造を呈する摩擦撹
拌点接合用回転工具にして、前記押圧部材の内周面上又は前記ショルダ部材の外周面上の
少なくとも何れか一方に、該押圧部材の内周面と該ショルダ部材の外周面との間の隙間か
ら入り込んだ前記被接合金属部材の材料カスを分断するための突起物が設けられていると
共に、該押圧部材の筒壁を貫通する排出孔が形成され、該排出孔を通じて、前記突起物に
て分断された材料カスが該押圧部材の外部へ排出され得るようにしたことを特徴とする摩
擦撹拌点接合用回転工具をも、その要旨とするものである。
【発明の効果】
【００１２】
　従って、このような本発明に係る摩擦撹拌点接合用回転工具にあっては、プローブとシ
ョルダ部材とが複動式構造とされており、それらプローブとショルダ部材との間の隙間に
、被接合金属部材の板状部を重ね合わせてなる重合せ部に形成される摩擦撹拌部（接合部
）から塑性流動化された金属材料（材料カス）が流入してきても、かかる材料カスは、シ
ョルダ部材の内周面上又はプローブの外周面上の少なくとも何れか一方に設けられた突起
物によって、摩擦撹拌点接合操作中に有利に分断され、また、分断されて粉状片となった
材料カスは、ショルダ部材に形成された排出孔を通じて、ショルダ部材の外部へ有利に排
出され得るところから、それらプローブとショルダ部材との間の隙間に金属材料が蓄積し
て、凝着し、固着することによって惹起されるトラブルは、効果的に抑制乃至は阻止され
得るようになるのである。
【００１３】
　また、そのような材料カスを分断するための突起物、及び分断された材料カスを排出す
るための排出孔を備えたことによる作用・効果は、ショルダ部材の外側に円筒状の押圧部
材が外挿される複動式構造の摩擦撹拌点接合用回転工具において、材料カスを分断するた
めの突起物が、押圧部材の内周面上又はショルダ部材の外周面上の少なくとも何れか一方
に設けられると共に、分断された材料カスを排出するための排出孔が、押圧部材の筒壁を
貫通するように形成された場合においても、同様に奏され得るところである。即ち、押圧
部材とショルダ部材との間の隙間から流入してきた塑性流動化された金属材料（材料カス
）は、摩擦撹拌点接合操作中において、上記突起物によって効果的に分断され得ると共に
、分断された材料カスは、押圧部材に形成された排出孔を通じて外部へ有利に排出され得
ることとなり、以て、押圧部材及びショルダ部材間における金属材料の凝着によって惹起
されるトラブルも、効果的に緩和乃至は回避され得るのである。
【発明の態様】
【００１４】
　ところで、本発明は、前記した課題又は明細書全体の記載や図面から把握される課題を
解決するために、以下に列挙せる如き各種の態様において、好適に実施され得るものであ
り、また、以下に記載の各態様は、任意の組み合わせにおいても、採用可能である。なお
、本発明の態様乃至は技術的特徴は、以下に記載のものに何等限定されることなく、明細
書全体の記載並びに図面に開示の発明思想に基づいて認識され得るものであることが、理
解されるべきである。
【００１５】
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（１）　複数の被接合金属部材の各板状部を重ね合わせ、その重合せ部の一方の側から回
転せしめられつつ差し込まれるロッド状のプローブと、該プローブの周りに外嵌されて同
軸的に位置し、該一方の側の面に回転状態下に当接せしめられるショルダ面を有する円筒
状のショルダ部材とを備え、且つ、該プローブと該ショルダ部材とが別体に構成されて、
別個に軸方向に移動可能とされた複動式構造を呈する摩擦撹拌点接合用回転工具にして、
前記ショルダ部材の内周面上又は前記プローブの外周面上の少なくとも何れか一方に、該
ショルダ部材の内周面と該プローブの外周面との間の隙間から入り込んだ前記被接合金属
部材の材料カスを分断するための突起物が設けられていると共に、該ショルダ部材の筒壁
を貫通する排出孔が形成され、該排出孔を通じて、前記突起物にて分断された材料カスが
該ショルダ部材の外部へ排出され得るようにしたことを特徴とする摩擦撹拌点接合用回転
工具。
【００１６】
（２）　前記ショルダ部材の外周面に、同軸的に、円筒状の押圧部材が外挿され、該押圧
部材の軸方向に作用せしめられる付勢力によって、該押圧部材の先端面が前記重合せ部の
一方の側の面に押圧せしめられ得るようになっており、且つ、該押圧部材の内周面上又は
前記ショルダ部材の外周面上の少なくとも何れか一方に、該押圧部材の内周面と該ショル
ダ部材の外周面との間の隙間から入り込んだ前記被接合金属部材の材料カスを分断するた
めの突起物が設けられていると共に、該押圧部材の筒壁を貫通する排出孔が形成され、該
排出孔を通じて、前記突起物にて分断された材料カスが該押圧部材の外部へ排出され得る
ようにしたことを特徴とする上記態様（１）に記載の摩擦撹拌点接合用回転工具。
　このように、プローブ、ショルダ部材並びに押圧部材から構成される複動式構造の摩擦
撹拌点接合用回転工具において、ショルダ部材の内周面上又はプローブの外周面上の少な
くとも何れか一方のみならず、押圧部材の内周面上又はショルダ部材の外周面上の少なく
とも何れか一方においても、部材間の隙間に入り込んだ接合金属部材の材料カスを分断す
るための突起物を設け、更に、ショルダ部材及び押圧部材に、各々の筒壁を貫通する排出
孔を形成せしめることによって、各部材間（プローブ－ショルダ部材間、及びショルダ部
材－押圧部材間）における金属材料の固着によるトラブルの発生をより有利に回避するこ
とが出来る。
【００１７】
（３）　複数の被接合金属部材の各板状部を重ね合わせ、その重合せ部の一方の側から回
転せしめられつつ差し込まれるロッド状のプローブと、該プローブの周りに外嵌されて同
軸的に位置し、該一方の側の面に回転状態下に当接せしめられるショルダ面を有する円筒
状のショルダ部材と、該ショルダ部材の外周面に同軸的に外挿され、軸方向に作用せしめ
られる付勢力によって、先端面が前記重合せ部の一方の側の面に押圧せしめられ得るよう
になっている円筒状の押圧部材とを備え、且つ、前記プローブと前記ショルダ部材とが別
体に構成されて、別個に軸方向に移動可能とされた複動式構造を呈する摩擦撹拌点接合用
回転工具にして、前記押圧部材の内周面上又は前記ショルダ部材の外周面上の少なくとも
何れか一方に、該押圧部材の内周面と該ショルダ部材の外周面との間の隙間から入り込ん
だ前記被接合金属部材の材料カスを分断するための突起物が設けられていると共に、該押
圧部材の筒壁を貫通する排出孔が形成され、該排出孔を通じて、前記突起物にて分断され
た材料カスが該押圧部材の外部へ排出され得るようにしたことを特徴とする摩擦撹拌点接
合用回転工具。
【００１８】
（４）　前記ショルダ部材に、その筒壁を貫通する排出孔が形成されていることを特徴と
する上記態様（３）に記載の摩擦撹拌点接合用回転工具。
　このような態様は、プローブとショルダ部材との間への金属材料の流入が比較的少ない
場合に有利に採用され得る。
【００１９】
（５）　前記ショルダ部材の内周面と前記プローブの外周面との間の隙間が、先端側にお
いて狭小間隙とされている一方、基部側においては該狭小間隙よりも大なる隙間となる拡
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大間隙とされており、更に、該ショルダ部材における該拡大間隙の形成部位に、該ショル
ダ部材の筒壁を貫通する排出孔が形成されていることを特徴とする上記態様（１）乃至（
４）の何れか１つに記載の摩擦撹拌点接合用回転工具。
　この態様のように、ショルダ部材の内周面とプローブの外周面との間の隙間において、
狭小間隙と拡大間隙とを組み合わせた構成が採用されていると共に、ショルダ部材におけ
る拡大間隙の形成部位に排出孔が設けられていることによって、ショルダ部材の内周面と
プローブの外周面との間の隙間への、摩擦撹拌部（接合部）の塑性流動化された金属材料
の流入が、効果的に抑制せしめられつつ、一旦、金属材料が流入しても、狭小間隙の奥（
基部側）に位置する拡大間隙の存在により、かかる流入した金属材料は、拡大間隙に有利
に導かれ、そこにおいて、ショルダ部材の内周面上又はプローブの外周面上の少なくとも
何れか一方に設けられた突起物によって効果的に分断されて、微細な材料カスとされた後
、ショルダ部材に設けられた排出孔を通じて外部へ排出され得ることとなるところから、
ショルダ部材とプローブとの間の隙間における金属材料の蓄積が、より有利に抑制乃至は
阻止され得る。
【００２０】
（６）　前記押圧部材の内周面と前記ショルダ部材の外周面との間の隙間が、先端側にお
いて狭小間隙とされている一方、基部側においては該狭小間隙よりも大なる隙間となる拡
大間隙とされており、更に、該押圧部材における該拡大間隙の形成部位に、該押圧部材の
筒壁を貫通する排出孔が形成されていることを特徴とする上記態様（２）乃至（５）の何
れか１つに記載の摩擦撹拌点接合用回転工具。
　この態様においても、前記した態様（５）と同様に、摩擦撹拌部の塑性流動化された金
属材料が、押圧部材の内周面とショルダ部材の外周面との間の隙間へ流入することを効果
的に抑制しつつ、かかる隙間へ金属材料が流入しても、押圧部材の内周面上又はショルダ
部材の外周面上の少なくとも何れか一方に設けられた突起物によって、金属材料は効果的
に微細な粉状片の材料カスとされ、かかる材料カスは、押圧部材に設けられた排出孔を通
じて外部へ排出され得るのであり、以て、押圧部材とショルダ部材との間の隙間における
金属材料の蓄積が、より有利に抑制乃至は阻止され得る。
【００２１】
（７）　前記ショルダ部材の筒壁を貫通する排出孔が、該ショルダ部材の外周面側から内
周面側に向かって、前記ショルダ面側に傾斜して形成されていることを特徴とする上記態
様（１）、（２）、（４）乃至（６）の何れか１つに記載の摩擦撹拌点接合用回転工具。
【００２２】
（８）　前記押圧部材の筒壁を貫通する排出孔が、該押圧部材の外周面側から内周面側に
向かって、前記先端面側に傾斜して形成されていることを特徴とする上記態様（２）乃至
（７）の何れか１つに記載の摩擦撹拌点接合用回転工具。
【００２３】
　かかる（７）及び（８）の態様のように、微細な材料カスを外部へ排出するための排出
孔を、ショルダ部材（押圧部材）の外周面側から内周面側に向かって、ショルダ面側（先
端面側）に傾斜して形成することによって、材料カスがより効果的に外部へ排出せしめら
れ得る。
【００２４】
（９）　前記ショルダ部材の筒壁を貫通する排出孔が、該ショルダ部材の外周面側から内
周面側に向かって、中心軸に向かう方向とは異なる方向に延びていることを特徴とする上
記態様（１）、（２）、（４）乃至（８）の何れか１つに記載の摩擦撹拌点接合用回転工
具。
【００２５】
（１０）　前記押圧部材の筒壁を貫通する排出孔が、該押圧部材の外周面側から内周面側
に向かって、中心軸に向かう方向とは異なる方向に延びていることを特徴とする上記態様
（２）乃至（９）の何れか１つに記載の摩擦撹拌点接合用回転工具。
【００２６】
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　それら（９）及び（１０）の態様のように、微細な材料カスを外部へ排出するための排
出孔を、ショルダ部材（押圧部材）の外周面側から内周面側に向かって、中心軸に向かう
方向とは異なる方向に向かって延びるように形成することによって、材料カスがより効果
的に外部へ排出せしめられ得る。
【００２７】
（１１）　上記態様（１）乃至（１０）の何れか１つに記載の摩擦撹拌点接合用回転工具
を備えた摩擦撹拌点接合装置。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２８】
　以下、本発明を更に具体的に明らかにするために、本発明の実施の形態について、図面
を適宜に参照しつつ、詳細に説明することとする。なお、以下の各図面においては、本発
明における特徴的部分の理解を容易にすべく、各部材間（プローブ１２－ショルダ部材１
４間、ショルダ部材１４－押圧部材１６間）の隙間や各部材（プローブ１２、ショルダ部
材１４）に設けられた突起物等は、誇張して示されている。
【００２９】
　先ず、図１には、本発明に従う摩擦撹拌点接合用回転工具の一例が、概略的に示されて
おり、また、図２には、図１に示される摩擦撹拌点接合用回転工具の先端部が拡大して示
されている。それらの図において、摩擦撹拌点接合用回転工具（以下、適宜、回転工具と
いう）１０は、ロッド状のプローブ１２及び円筒状のショルダ部材１４と、基部側（図に
おいて上側）に取付け用のフランジ部を有する円筒状の押圧部材１６とが、プローブ１２
を中心にして、その外側にショルダ部材１４を外挿し、更にショルダ部材１４の外側に、
押圧部材１６を外挿せしめてなる形態において、同軸的に配置されてなる構造において、
構成されている。
【００３０】
　具体的には、プローブ１２は、図において下側となる、細長の細径（一般には３～７ｍ
ｍ程度）を有する丸棒状のプローブ先端部１２ａと、このプローブ先端部１２ａよりも大
径の、基部側の丸棒状のプローブ基部１２ｂとを一体形成してなる構造を有しており、回
転工具１０の中心に位置するように配置されている。なお、このプローブ１２は、従来と
同様に、プローブ基部１２ｂ側に連結される回転駆動装置（図示せず）によって、その軸
回りに高速回転せしめられ得るようになっていると共に、軸方向に往復運動（突き出し運
動＋引き込み作動）が可能とされている。
【００３１】
　また、ショルダ部材１４にあっても、それは、プローブ先端部１２ａよりもやや短い長
さにおいて軸方向に延びる、小径薄肉円筒形状のショルダ先端部１４ａ（外径：８～１２
ｍｍ程度）と、そのようなショルダ先端部１４ａよりも大径厚肉円筒形状の、基部側に位
置するショルダ基部１４ｂとから、一体的に形成されて、プローブ１２に外挿せしめられ
ている。なお、このショルダ部材１４も、プローブ１２と同様に、図示しない回転駆動装
置によって、プローブ１２と同期して、或いはプローブ１２とは別個に、軸回りに高速回
転せしめられ得るようになっていると共に、軸方向に往復運動（突き出し運動＋引き込み
作動）が可能とされている。また、そのようなショルダ先端部１４ａにおける被接合金属
部材に当接乃至は押圧される先端面が、ショルダ面１４ｃとされている。そして、かかる
ショルダ部材１４のショルダ先端部１４ａの、少なくとも被接合金属部材に接する部分は
、先のプローブ１２におけるプローブ先端部１２ａの、少なくとも被接合金属部材に接す
る部分と共に、そのような被接合金属部材（重合せ部）の材質よりも硬い材質の材料にて
形成されており、例えば、被接合金属部材がアルミ材の場合にあっては、鋼材にて形成さ
れることとなる。
【００３２】
　さらに、押圧部材１６は、バリ押え機能を有するものであって、ショルダ部材１４のシ
ョルダ先端部１４ａの長さよりもやや短い長さにおいて軸方向に延びる小径薄肉円筒形状
の押圧先端部１６ａ（外径：１２～２０ｍｍ程度）と、基部側に位置する大径厚肉フラン
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ジ状の押圧基部１６ｂとから一体形成されている。このような押圧部材１６にあっては、
位置固定に設けられた保持部材１８に対して、周方向の複数箇所に位置せしめられたステ
ー２０によって、軸方向に規制された範囲内において、移動可能に取り付けられているの
であり、また、ステー２０にて挿通された状態において、圧縮コイルスプリング２２が押
圧部材１６と保持部材１８との間に配置されていることから、押圧部材１６が図１に示さ
れる状態から軸方向上方に移動せしめられた際に、下方への付勢力が生ぜしめられ得るよ
うになっている。なお、この押圧部材１６は、先のプローブ１２やショルダ部材１４とは
異なり、後述する摩擦撹拌点接合操作中において、回転させられることはなく、静止状態
を保持し得るようになっている。
【００３３】
　そして、図１に示される如く、押圧部材１６の内孔内にショルダ部材１４が挿入配置さ
れ、更にショルダ部材１４の内孔内にプローブ１２が挿入配置されることによって、それ
ら３つの部材（１２、１４、１６）が、同軸的に配設せしめられているのである。
【００３４】
　ところで、一般に、上述の如き複動式構造を呈する摩擦撹拌点接合用回転工具にあって
は、プローブやショルダ部材の軸方向への移動や軸回りの回転を許容するために、プロー
ブとショルダ部材との間、及び、ショルダ部材と押圧部材との間には、必然的に僅かなク
リアランス（間隙）が形成されることとなるが、本発明に従う摩擦撹拌点接合用回転工具
１０においては、以下の如き隙間構造が採用されている。
【００３５】
　すなわち、図２に拡大して示されているように、回転工具１０の先端部に位置する、プ
ローブ１２のプローブ先端部１２ａの外周面と、ショルダ部材１４のショルダ先端部１４
ａの内周面との間の隙間が、先端側において狭小間隙２４ａとされる一方、基部側におい
ては、狭小間隙２４ａよりも大なる隙間となる拡大間隙２４ｂとされている。また、ショ
ルダ部材１４のショルダ先端部１４ａの外周面と、押圧部材１６の押圧先端部１６ａの内
周面との間の隙間においても、その先端側が狭小間隙２６ａとされている一方、基部側に
おいては、そのような狭小間隙２６ａよりも大なる隙間となる拡大間隙２６ｂとされてい
る。なお、かかるクリアランスの大きな隙間となる２つの拡大間隙２４ｂ及び２６ｂは、
ここでは、ショルダ部材１４のショルダ先端部１４ａの内周面及び押圧部材１６の押圧先
端部１６ａの内周面が、それぞれ、先端側よりも基部側において大径となる段付き面とし
て、形成されていることによって、プローブ１２のプローブ先端部１２ａの外周面との間
において、また、ショルダ部材１４のショルダ先端部１４ａの外周面との間において、そ
れぞれ形成されている。
【００３６】
　このような所定の隙間構造を先端部にて有する回転工具１０においては、狭小間隙２４
ａ、２６ａによって、被接合金属部材に形成される摩擦撹拌部の材料が、プローブ先端部
１２ａとショルダ先端部１４ａとの間の隙間や、ショルダ先端部１４ａと押圧先端部１６
ａとの間の隙間に入り込むことを阻止しつつ、それら狭小間隙２４ａ、２６ｂを通じて材
料が入り込んできても、基部側に位置する大きなクリアランスの拡大間隙２４ｂ、２６ｂ
内にそれぞれ導かれ、そしてそこにおいて、後述する突起物によって、流入してきた材料
は摩擦撹拌点接合操作中に効果的に分断され、排出孔を通じて外部へ排出せしめられるの
であって、そのため、入り込んだ材料にて、プローブ先端部１２ａの外周面とショルダ先
端部１４ａの内周面、及び、ショルダ先端部１４ａの外周面と押圧先端部１６ａの外周面
とが、全周面に亘って固着せしめられることが効果的に回避乃至は抑制され得ることとな
る。これにより、摩擦撹拌点接合操作を繰り返し実施しても、プローブ１２やショルダ部
材１４のスムーズな回転作動や往復移動が確保されることとなるのである。また、それぞ
れの狭小間隙２４ａ、２６ａにおいて、固着が生じた場合にあっても、それら狭小間隙２
４ａ、２６ａの軸方向長さを適宜に選定することにより、固着領域を制御し得るところか
ら、大きな力を要することなく、プローブ１２やショルダ部材１４を、摩擦撹拌点接合操
作中において、回転せしめていることにより、また、プローブ１２とショルダ部材１４の
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回転速度を相互に異ならしめることにより、かかる狭小間隙２４ａ、２６ａにおける固着
を回避することが可能となるのである。
【００３７】
　なお、かかる狭小間隙２４ａ、２６ａは、そのクリアランスの大きさに応じて、流入し
てきた材料の固着に起因するトラブルの発生が回避され得るような軸方向長さにおいて、
設けられることとなるが、その軸方向長さ：ｘ、ｙとしては、一般に、０．１～５ｍｍ、
好ましくは１～４ｍｍ程度とされることとなる。この軸方向長さ：ｘ、ｙが余りにも短く
なると、その形成が困難となるからであり、また、長くなり過ぎた場合にあっては、それ
ら狭小間隙２４ａ、２６ａ内に入り込んだ材料による部材間の固着が惹起されて、作動不
良を生じる恐れが高くなるからである。なお、図２において、ショルダ先端部１４ａの外
周面と押圧先端部１６ａの内周面との間の狭小間隙２６ａの軸方向長さ：ｙが、押圧先端
部１６ａの先端の小径部分の軸方向長さとして規定されているが、これは、摩擦撹拌点接
合操作時においては、押圧先端部１６ａの先端面とショルダ先端部１４ａの先端面たるシ
ョルダ面１４ｃとが、面一となるからである。
【００３８】
　また、それら狭小間隙２４ａ、２６ａのクリアランスの大きさとしては、摩擦撹拌部に
おいて塑性流動する材料の入り込みが抑制され得るように、可及的に小さな隙間とされる
ことが望ましく、一般に、０．０５～０．５ｍｍ程度、好ましくは０．１～０．４ｍｍ程
度の大きさの隙間とされていることが望ましい。それら狭小間隙２４ａ、２６ａのクリア
ランスを大きくすると、そこに入り込む材料の量が多くなって、固着等のトラブルを惹起
し易くなるからである。
【００３９】
　さらに、拡大間隙２４ｂ、２６ｂは、それぞれ、狭小間隙２４ａ、２６ａよりも回転工
具１０の基部側において、それら狭小間隙２４ａ、２６ａのクリアランスよりも大きな隙
間を与えるように設けられており、これによって、狭小間隙２４ａ、２６ａから入り込む
材料を収容し、更に、後述するように、そこに設けられた突起物によって流入してきた材
料を効果的に分断せしめるようになっているのであるが、これらの機能を有利に実現せし
める上において、そのクリアランスの大きさとして、有利には、０．５ｍｍ以上、好まし
くは１ｍｍ以上の大きさとされることとなる。なお、図１及び図２から明らかな如く、狭
小間隙２４ａ、２６ａから拡大間隙２４ｂ、２６ｂに至る面、即ち、ショルダ先端部１４
ａの内周面及び押圧先端部１６ａの内周面における小径部位から大径部位に移行する面は
、傾斜面とされており、狭小間隙２４ａ、２６ａ内に入り込んだ材料が、拡大間隙２４ｂ
、２６ｂ内にスムーズに導かれ得るようになっているのであり、更に図１に示される如く
、ショルダ先端部１４ａからショルダ基部１４ｂに続くテーパ内周面と、押圧先端部１６
ａから押圧基部１６ｂに続く段付き面によって、それぞれ、拡大間隙２４ｂ、２６ｂが、
回転工具１０の基部側へ大径の間隙として、延長せしめられている。
【００４０】
　そして、本発明に従う回転工具１０にあっては、上述の如き隙間構造と共に、図２乃至
図４に拡大して示されているように、各部材の先端部において、以下の構造を有している
のである。即ち、先ず、プローブ先端部１２ａにおいては、その外周面上の先端面から軸
方向に所定距離離れた部位に、外方（ショルダ部材１４側）に向かって突出する４つの第
一突起物２８ａ～２８ｄが設けられており［図２及び図３参照］、かかる第一突起物２８
ａ～２８ｄに対応するように、ショルダ先端部１４ａにおいては、その内周面上の、プロ
ーブ先端部１２ａに設けられた第一突起物２８ａ～２８ｄよりやや上側（ショルダ基部１
４ｂ側）に、第一排出孔３０ａ～３０ｄが設けられている［図２及び図３参照］。また、
ショルダ先端部１４ａにおいては、その外周面上のショルダ面１４ｃから軸方向に所定距
離離れた部位と、かかる部位より更に上側（基部側）に所定距離離れた部位に、それぞれ
外方（押圧部材１６側）に向かって突出する突起物（下側第二突起物３２ａ～３２ｄ、上
側第二突起物３４ａ～３４ｄ）が設けられており、また、押圧先端部１６ａにおいては、
ショルダ先端部１４ａに設けられた各突起物（３２ａ～３２ｄ、３４ａ～３４ｄ）に対応
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する排出孔（下側第二排出孔３６ａ～３６ｄ、上側第二排出孔３８ａ～３８ｄ）が、押圧
先端部１６ａの内周面上に形成された各突起物（３２ａ～３２ｄ、３４ａ～３４ｄ）に対
応して設けられているのである［図２及び図４参照］。なお、上側第二突起物３４ａ～３
４ｄは、下側第二突起物３２ａ～３２ｄと同様の横断面形状を有するものであることから
、かかる上側第二突起物３４ａ～３４ｄについての横断面説明図は省略している。
【００４１】
　より具体的には、プローブ先端部１２ａの第一突起物２８ａ～２８ｄ、及び、ショルダ
先端部１４ａの下側第二突起物３２ａ～３２ｄ並びに上側第二突起物３４ａ～３４ｄは、
何れも、プローブ先端部１２ａ又はショルダ先端部１４ａの外周面上に、周方向に等間隔
をもって形成されていると共に、それら各突起物における上側（基部側）の側面は水平面
とされている一方、下側（先端面側、ショルダ面１４ｃ側）の側面は、プローブ先端部１
２ａ又はショルダ先端部１４ａから外方（ショルダ先端部１４ａ側又は押圧先端部１６ａ
側）に向かって上傾する傾斜面とされている。また、それら各突起物における外側（ショ
ルダ先端部１４ａ側又は押圧先端部１６ａ側）の側面と、ショルダ先端部１４ａ又は押圧
先端部１６ａの内周面との間には、上述した狭小間隙２４ａ、２６ａと同程度の隙間（ク
リアランス）が形成せしめられている。
【００４２】
　また、かかる突起物（２８ａ～２８ｄ、３２ａ～３２ｄ、３４ａ～３４ｄ）の各々に対
応する、ショルダ先端部１４ａの筒壁を貫通する第一排出孔３０ａ～３０ｄ、及び、押圧
先端部１６ａの筒壁を貫通する下側第二排出孔３６ａ～３６ｄ並びに上側第二排出孔３８
ａ～３８ｄは、何れも真円状の円形孔であって、上述した突起物と同様に、ショルダ先端
部１４ａ又は押圧先端部１６ａの周方向に等間隔をもって形成されているのである。
【００４３】
　そして、このような摩擦撹拌点接合用回転工具１０においては、被接合金属部材に形成
される摩擦撹拌部の金属材料が、摩擦撹拌点接合操作中に、プローブ先端部１２ａとショ
ルダ先端部１４ａとの間の隙間や、ショルダ先端部１４ａと押圧先端部１６ａとの間の隙
間に入り込んでも、プローブ先端部１２ａとショルダ先端部１４ａとの間の隙間に入り込
んだ材料については、プローブ先端部１２ａと同様に回転する第一突起物２８ａ～２８ｄ
によって、また、ショルダ先端部１４ａと押圧先端部１６ａとの間の隙間に入り込んだ材
料については、ショルダ先端部１４ａと同様に回転する下側第二突起物３２ａ～３２ｄ及
び上側第二突起物３４ａ～３４ｄによって、それぞれ効果的に分断されるのであり、かか
る分断によって小さな粉状片となった金属材料は、ショルダ先端部１４ａ又は押圧先端部
１６ａに設けられた各排出孔（３０ａ～３０ｄ、３６ａ～３６ｄ、３８ａ～３８ｄ）を通
じて回転工具１０の外部へ排出される。これにより、プローブ先端部１２ａの外周面とシ
ョルダ先端部１４ａの内周面とが、入り込んだ金属材料にて固着せしめられることはなく
、また同様に、ショルダ先端部１４ａの外周面と押圧先端部１６ａの内周面との間におけ
る固着も効果的に回避乃至は抑制され得ることとなり、以て、プローブ１２やショルダ部
材１４の回転作動や往復運動が有利に確保され、長時間に亘る摩擦撹拌点接合操作の実施
が可能ならしめられることとなるのである。
【００４４】
　ここで、本発明に従う突起物について、その配設個数や配設位置等は、摩擦撹拌点接合
操作における各種条件、点接合が実施される被接合金属部材の種類、厚さ等に応じて、適
宜に決定される。即ち、各部材間の隙間に流入する金属材料を効果的に分断し得るように
、１つの突起物が、プローブ１２（プローブ先端部１２ａ）及び／又はショルダ部材１４
（ショルダ先端部１４ａ）の各々の外周面上の所定の位置に、或いは、複数の突起物が、
それら部材の外周面上に、周方向及び／又は軸方向に任意の距離を隔てて、設けられるこ
ととなる。
【００４５】
　また、本発明の排出孔にあっても、上述の突起物と同様に、摩擦撹拌点接合操作におけ
る各種条件等を考慮し、更に、突起物によって分断された材料カスが有利に外部へ排出し
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得るように、その配設個数や配設位置が決定されるのであり、１つの排出孔が、ショルダ
部材１４（ショルダ先端部１４ａ）及び／又は押圧部材１６（押圧先端部１６ａ）の所定
の位置に、或いは、複数の排出孔が、それら部材の周方向及び／又は軸方向に任意の距離
を隔てた位置に、設けられることとなる。なお、そのような排出孔は、突起物によって分
断された材料カスを外部に有利に排出せしめ得る形状を呈するものであればよく、例えば
、真円状の孔や、各部材の軸方向に延びる長円状（平行な２直線の対応する端部同士を半
円の線分にて接続した形状）の孔等が採用される。具体的には、１～５ｍｍ程度の直径を
有する真円状の孔や、軸方向の長さが２～３０ｍｍ程度で、幅が１～５ｍｍ程度の長円状
の孔が、ショルダ先端部１４ａ及び／又は押圧先端部１６ａに設けられる。
【００４６】
　そのような本発明の突起物及び排出孔に関して、例えば、図１乃至図４に示されている
如き、その先端部において、狭小間隙２４ａ、２６ａと拡大間隙２４ｂ、２６ｂとからな
る隙間構造が採用されている回転工具１０にあっては、突起物及び排出孔は、各々の部材
の拡大間隙形成部位に設けられる。より具体的には、（１）プローブ先端部１２ａの第一
突起物２８ａ～２８ｄは、先端面から９～１５ｍｍ程度（先端面から突起物の上下方向に
おける幅の中心までの距離。以下の突起物についても同じ。）離れた位置に設けられ、ま
た、（２）ショルダ先端部１４ａにおいて、（２－１）第一排出孔３０ａ～３０ｄは、そ
の中心（内周面側の開孔部における上下方向の中心。以下の排出孔についても同じ。）が
ショルダ面１４ｃから１０～１６ｍｍ程度（ショルダ面（先端面）から、内周面側の開孔
部における上下方向の中心までの距離。以下の排出孔についても同じ。）離れた位置に、
（２－２）下側第二突起物３２ａ～３２ｄはショルダ面１４ｃから５～９ｍｍ程度離れた
位置に、（２－３）上側第二突起物３４ａ～３４ｄは、下側第二突起物３２ａ～３２ｄの
中心から軸方向に８～１２ｍｍ程度離れた位置に、各々、設けられ、更に、（３）押圧先
端部１６ａにおいて、（３－１）下側第二排出孔３６ａ～３６ｄは先端面から６～１０ｍ
ｍ程度離れた位置に、（３－２）上側第二排出孔３８ａ～３８ｄは、下側第二排出孔３６
ａ～３６ｄの中心から軸方向に８～１２ｍｍ程度離れた位置に、それぞれ設けられる。
【００４７】
　ところで、このような本発明に従う摩擦撹拌点接合用回転工具１０を用いて、複数の被
接合金属部材の板状部の重合せ部に対する摩擦撹拌点接合操作を実施する場合には、例え
ば、図５及び図６に示される如き工程に従って、実施されることとなる。
【００４８】
　因みに、図５及び図６において、裏当て治具４０の上には、摩擦撹拌点接合せしめられ
る被接合金属部材の板状部を構成する２枚の金属板４２、４４が、上下方向に重ね合わせ
られた状態で載置され、そして、従来と同様にして、位置固定にクランプされている。な
お、それら２枚の金属板４２、４４は、何れも、摩擦撹拌接合が可能な金属材質のもので
あって、例えば、アルミニウムやアルミニウム合金、銅、銅合金、鉄若しくはその合金等
からなるものであり、また、それら金属板４２、４４には、同一材質のものや、異なる材
質のものが適宜に選択されることとなる。
【００４９】
　そして、摩擦撹拌点接合操作のスタート時点においては、図５（ａ）に示されている如
く、金属板４２、４４の重合せ部の上方に、回転工具１０の先端部を位置せしめた状態に
おいて、プローブ１２（プローブ先端部１２ａ）とショルダ部材１４（ショルダ先端部１
４ａ）を共に高速回転せしめ、その状態で、回転工具１０の先端部を下降させる。次いで
、押圧部材１６（押圧先端部１６ａ）が、その先端面において、上側の金属板４２に当接
された後、更に、押圧されると、押圧部材１６は、圧縮コイルスプリング２２［図１参照
］の付勢力に抗して、後退（上昇）し、プローブ１２及びショルダ部材１４の先端面と面
一となって［図５（ｂ）参照］、その高速回転せしめられるプローブ１２及びショルダ部
材１４の先端面が重合せ部に接触乃至は押し付けられることにより、金属板４２の側より
摩擦発熱せしめられる。更に、その摩擦発熱により、金属板４２が軟化せしめられた状態
において、図５（ｃ）に示される如く、プローブ１２が差し込まれ、そして、このプロー
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ブ１２による摩擦発熱作用が加わって、２枚の金属板４２、４４に跨る摩擦撹拌部４６が
形成される一方、ショルダ部材１４が後退せしめられて、プローブ１２の差し込み（突出
）により余剰となった摩擦撹拌部４６の材料が、かかるショルダ部材１４の後退によって
形成される空間にて吸収されるようになっている。このように、ショルダ部材１４の外側
に押圧部材１６を配して、摩擦撹拌部４６の外周部となる金属板４２の表面を押圧しつつ
、材料の吸収をショルダ部材１４の後退によって行なうことにより、バリの発生がより一
層効果的に行なわれ得るようになっているのである。
【００５０】
　次いで、図５（ｃ）の状態から、プローブ１２を後退せしめると、図６（ａ）に示され
る如く、プローブ１２の抜けた穴、所謂プローブ穴４８が、そのまま摩擦撹拌部４６に残
るようになるところから、かかるプローブ１２の後退と同時に、或いは後退の後に、ショ
ルダ部材１４を前進（下降）させて、ショルダ部材１４の先端面たるショルダ面１４ｃに
て摩擦撹拌部４６の上面を押圧して、プローブ穴４８内に周囲の摩擦撹拌部４６の材料を
流れ込ませて、図６（ｂ）に示される如く、プローブ穴４８を埋め、それを消滅させた後
、図６（ｃ）の如く、回転工具１０が上方に後退せしめられることにより、重ね合わせら
れた２枚の金属板４２、４４が、プローブ穴４８の存在しない摩擦撹拌部４６にて与えら
れる接合部により、有効な継手強度をもって、強固に接合せしめられたものとなるのであ
る。
【００５１】
　そして、このような摩擦撹拌点接合方法において、本発明の回転工具１０を用いると、
プローブ１２（プローブ先端部１２ａ）及びショルダ部材１４（ショルダ先端部１４ａ）
の先端面が金属板４２に接触してから離れるまでの間［図５（ｂ）～図６（ｂ）参照］に
、金属板４２、４４に跨って形成される摩擦撹拌部３６の材料の一部が、プローブ先端部
１２ａの内周面とショルダ先端部１４ａの外周面との間の隙間に入り込んでも、回転して
いるプローブ先端部１２ａ上に設けられた第一突起物２８ａ～２８ｄによって効果的に分
断され、これによって粉状片とされた材料カスは、ショルダ先端部１４ａの筒壁を貫通す
る第一排出孔３０ａ～３０ｄ、及び、押圧先端部１６ａの筒壁を貫通する下側第二排出孔
３６ａ～３６ｄ並びに上側第二排出孔３８ａ～３８ｄを通じて外部へ排出せしめられるの
であり、また、ショルダ先端部１４ａの外周面と押圧先端部１６ａの内周面との間の隙間
に流入した材料にあっても、回転しているショルダ先端部１４ａに設けられた下側第二突
起物３２ａ～３２ｄ及び上側第二突起物３４ａ～３４ｄによって分断されて粉状片となっ
て、押圧先端部１６ａの下側第二排出孔３６ａ～３６ｄ及び上側第二排出孔３８ａ～３８
ｄを通じて外部へ排出せしめられるのである。このように、本発明の回転工具１０におい
ては、プローブ先端部１２ａとショルダ先端部１４ａとの間の隙間や、ショルダ先端部１
４ａと押圧先端部１６ａとの間の隙間に材料が入り込んで惹起される問題を、一般的な摩
擦撹拌接合操作とは別の工程を何ら必要とすることなく、有利に抑制乃至は解消すること
が可能ならしめられたのである。
【００５２】
　なお、上記した摩擦撹拌点接合方法は、単なる一つの例示に過ぎないものであって、本
発明に従う摩擦撹拌点接合用回転工具は、従来より公知の各種の手法において採用され得
るものであることは勿論、また、例示の方法の変形例として、図５（ｂ）の工程に代えて
、プローブ１２のみを突き出し（ショルダ部材１４は金属板４２と当接することなく、そ
れとの間に所定の空間が形成される）、プローブ１２の当接により、摩擦発熱させて、金
属板４２を軟化せしめ、そして、図５（ｃ）の如く差し込んで、摩擦撹拌部４６を形成す
るようにすることも可能であり、これによって、ショルダ部材１４と押圧部材１６との間
の固着に基づくところのトラブルの発生を、より一層効果的に防止することが可能である
。また、プローブ穴４８の穴埋めが完了した図６（ｂ）に示される状態から、回転工具１
０を、図６（ｃ）の如く引き離す際に、図６（ｂ）の状態でプローブ１２を少し突き出す
（図において下降させる）ことにより、ショルダ部材１４とワーク（４２、４４）との間
の固着や、押圧部材１６とワーク（４２、４４）との間の固着を上手く剥がしつつ、回転
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工具１０の全体を効果的に離脱せしめることが出来るのであって、本発明においては、有
利に採用される手法である。
【００５３】
　以上、本発明の代表的な実施形態について詳述してきたが、それは、あくまでも例示に
過ぎないものであって、本発明は、そのような実施形態に係る具体的な記述によって、何
等限定的に解釈されるものでないことが、理解されるべきである。なお、以下に説明する
回転工具５２［図７～図９参照］及び回転工具６０［図１０参照］においては、図１～図
４に示した回転工具１０と同様な部分には同一の符号を付して、詳細な説明は省略するこ
ととする。
【００５４】
　例えば、上述した実施形態においては、回転工具１０のショルダ部材１４（ショルダ先
端部１４ａ）における第一排出孔３０ａ～３０ｄ、及び、押圧部材１６（押圧先端部１６
ａ）における下側第二排出孔３６ａ～３６ｄ並びに上側第二排出孔３８ａ～３８ｄは、何
れも、各々の中心軸（回転軸）に向かって水平方向（図中の左右方向）に延びるように形
成せしめられているが、本発明における排出孔は、そのような形態に限定されるものでは
なく、図７～図９に示される如き形態において設けることも可能である。
【００５５】
　すなわち、図７には、本発明の他の実施形態に係る摩擦撹拌点接合用回転工具５２の先
端部が拡大して示されているが、そこにおいて、ショルダ先端部１４ａにおける第一排出
孔５４ａ～５４ｄ、及び、押圧先端部１６ａにおける下側第二排出孔５６ａ～５６ｄ並び
に上側第二排出孔５８ａ～５８ｄは、各々、部材（ショルダ先端部１４ａ、押圧先端部１
６ａ）の外周面側から内周面側に向かって、その先端面側に傾斜していると共に［図７参
照］、中心軸に向かう方向とは異なる方向に延びるように形成されている［図８及び図９
参照］。このような形態の排出孔を設けることにより、各突起物（２８ａ～２８ｄ、３２
ａ～３２ｄ、３４ａ～３４ｄ）によって分断された材料カスが、より効果的に回転工具５
２の外部へ排出せしめられ得るのである。なお、本発明においては、排出孔を、各部材の
外周面側から内周面側に向かって、１）水平方向に、且つ、各部材の中心軸とは異なる方
向に延びるように、或いは、２）各部材の先端面側に傾斜せしめて、且つ、それらの中心
軸に向かうように設けることや、更には、押圧部材及びショルダ部材において、それぞれ
異なる形態の排出孔を設けることも、勿論可能である。
【００５６】
　また、本発明における突起物も、上述した実施形態において示された形状のものに限定
されるものではなく、図１０に示されている回転工具６０のように、プローブ１２（プロ
ーブ先端部１２ａ）の外周面にネジ部６２を形成せしめて、かかるネジ部６２のネジ山部
をもって本発明の突起物とすることも可能である。
【００５７】
　さらに、上述した実施形態においては、何れも、プローブ先端部１２ａの外周面上及び
ショルダ先端部１４ａの外周面上に、そこから外方に向かう突起物が形成せしめられてい
るが、本発明においては、そのような突起物と共に、或いはそれらに代えて、ショルダ先
端部１４ａの内周面上からプローブ先端部１２ａの外周面に向かう突起物や、押圧先端部
１６ａの内周面上からショルダ先端部１４ａの外周面に向かう突起物を、設けることも可
能である。
【００５８】
　また、上述した実施形態では、何れの回転工具も、ショルダ部材１４の外側に押圧部材
１６が外挿されてなる構造を有し、これによって、摩擦撹拌点接合時におけるバリの発生
が効果的に抑制されているが、そのような押圧部材１６は、本発明において必須のもので
はない。
【００５９】
　加えて、上述した実施形態においては、何れも、プローブ１２とショルダ部材１４との
間の隙間と共に、ショルダ部材１４と押圧部材１６との間の隙間にも、本発明が適用され
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て、流入してきた材料を分断するための突起物と、かかる分断によって粉状片となった材
料カスを排出するための排出孔が設けられているが、それら何れか一方の隙間においての
み本発明を適用する（突起物及び排出孔を設ける）ことも可能である。例えば、プローブ
、ショルダ部材及び押圧部材を備えた回転工具において、プローブ－ショルダ部材間への
材料の流入が少ないような場合には、プローブの外周面（及びショルダ部材の内周面）上
には突起物を設けず、ショルダ部材に、（１－１）プローブ－ショルダ部材間に流入した
材料を排出するための排出孔と、（１－２）ショルダ部材－押圧部材間に流入する材料を
分断するための突起物とを設け、また、押圧部材には、かかるショルダ部材に設けられた
突起物によって分断された材料カスを外部へ排出するための排出孔を設けることも、有利
に行なわれ得る。
【００６０】
　更にまた、例示の具体例では、摩擦撹拌点接合されるべき被接合金属部材として、板材
である金属板３２、３４を用いた例において、本発明の説明が為されているが［図５及び
図６参照］、そのような被接合金属部材の形状としては、板材に何等限定されるものでは
なく、摩擦撹拌点接合操作が施される重合せ部が、それぞれ、板状乃至は面板状である限
りにおいて、何れの部材も、採用可能である。
【００６１】
　その他、一々列挙はしないが、本発明は、当業者の知識に基づいて、種々なる変更、修
正、改良等を加えた態様において、実施され得るものであり、また、そのような実施の態
様が、本発明の趣旨を逸脱しない限りにおいて、何れも、本発明の範疇に属するものであ
ることは、言うまでもないところである。
【実施例】
【００６２】
　以下に、本発明の代表的な実施例を示し、本発明を更に具体的に明らかにすることとす
るが、本発明が、そのような実施例の記載によって、何等の制約をも受けるものでないこ
とは、言うまでもないところである。
【００６３】
－実験例１－
　先ず、被接合金属部材としての、厚さ：１ｍｍの６０００系アルミニウム板材（６０１
６－Ｔ４）の２枚と、図１～図４に示される複動式構造の回転工具１０とを準備した。こ
こで、かかる回転工具１０においては、その狭小間隙２４ａ、２６ａの軸方向長さ：ｘ、
ｙが、各々、５ｍｍとされていると共に、（１）第一突起物２８ａ～２８ｄは、プローブ
先端部１２ａの先端面から１２ｍｍ（先端面から突起物の上下方向の中心までの距離。以
下の突起物についても同様。）離れた位置に、また、（２）ショルダ先端部１４ａにおい
て、（２－１）第一排出孔３０ａ～３０ｄは、ショルダ先端面１４ｃから１３ｍｍ（先端
面から排出孔の中心までの距離。以下の排出孔についても同様。）離れた位置に、（２－
２）下側第二突起物３２ａ～３２ｄはショルダ先端面１４ｃから７ｍｍ離れた位置に、（
２－３）上側第二突起物３４ａ～３４ｄは、ショルダ先端面１４ｃから１７ｍｍ（下側第
二突起物３２ａ～３２ｄの中心から１０ｍｍ）離れた位置に、各々、設けられており、更
には、（３）押圧先端部１６ａにおいて、（３－１）下側第二排出孔３６ａ～３６ｄは押
圧先端部１６ａの先端面から８ｍｍ離れた位置に、（３－２）上側第二排出孔３８ａ～３
８ｄは、先端面から１８ｍｍ（下側第二排出孔３２ａ～３２ｄの中心から１０ｍｍ）離れ
た位置に、それぞれ設けられている。また、排出孔（３０ａ～３０ｄ、３６ａ～３６ｄ、
３８ａ～３８ｄ）は真円状であって、その大きさ（孔径）は５ｍｍとされている。
【００６４】
　次いで、それらアルミニウム板材の２枚を重ね合わせ、その下板側に裏当て治具３０を
当接せしめた状態において、図５及び図６に示される如くして、摩擦撹拌点接合操作を実
施した。具体的には、回転工具１０の押圧部材１６を上板側から当接せしめた後、プロー
ブ１２とショルダ部材１４とを、それぞれ１５００ｒｐｍで高速回転せしめつつ、それら
が面一となるように当接せしめ、次いで、プローブ１２を、下板に０．２ｍｍ差し込まれ
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るように突き出して、摩擦撹拌部４６を形成し、更に、その後、プローブ１２を引き抜く
ときに、ショルダ部材１４を上板に対して０．１ｍｍ押し込むことにより、プローブ穴４
８を埋め込んで、かかるプローブ穴４８が接合部５０の表面に残らないようにして、２枚
のアルミニウム板材の接合を行なった。
【００６５】
　その結果、押圧部材１６がショルダ部材１４の外周へのバリの発生を抑えたために、バ
リの発生のない摩擦撹拌点接合が実現された。また、その接合部５０は、０．０５ｍｍ以
下の凹凸状態の表面であって、実質的に平坦な表面と認められるものであり、また、裏面
も略平坦で健全なものであった。
【００６６】
　そして、そのような摩擦撹拌点接合操作を続けて、３００回繰り返すことからなる、３
００打点の点接合を試みたところ、その最後に至るまで、装置が停止することなく、健全
な点接合を実施することが出来た。また、かかる点接合を実施した後、回転工具１０の先
端部を分解したところ、プローブ１２とショルダ部材１４との間の隙間、及び、ショルダ
部材１４と押圧部材１６との間の隙間において、アルミ（材料）の凝着は認められず、そ
れら隙間に流れ込んできたアルミ（材料）は、点接合操作中に、効果的に回転工具１０の
外部へ排出されたことが認められた。
【００６７】
－実験例２－
　回転工具として、実験例１とは異なり、拡大間隙２４ｂ、２６ｂが設けられておらず（
従って、狭小間隙２４ａ、２６ａのみのクリアランスとなる）、また、突起物（２８ａ～
２８ｄ、３２ａ～３２ｄ、３４ａ～３４ｄ）も設けられておらず、更には排出孔（３０ａ
～３０ｄ、３６ａ～３６ｄ、３８ａ～３８ｄ）も設けられていない回転工具を用いること
以外は、実験例１と同様にして、２枚のアルミニウム板材の重合せ部に対して、摩擦撹拌
点接合操作を実施したところ、連続１５打点でアルミの凝着が激しく、回転工具の抜き差
しの荷重が高くなって、リミッターが働き、装置が停止した。
【図面の簡単な説明】
【００６８】
【図１】本発明に従う摩擦撹拌点接合用回転工具の一例を示す縦断面説明図である。
【図２】図１に示される回転工具の先端部を拡大して示す説明図である。
【図３】図２におけるＡ－Ａ断面説明図である。
【図４】図２におけるＢ－Ｂ断面説明図である。
【図５】本発明に従う回転工具を用いた摩擦撹拌点接合方法の、前半の工程を示す工程説
明図であって、（ａ）、（ｂ）及び（ｃ）は、それぞれ各工程における一形態を示す説明
図である。
【図６】図５に続く摩擦撹拌点接合方法の、後半の工程を示す工程説明図であって、（ａ
）、（ｂ）及び（ｃ）は、それぞれ、その工程の一形態を示す説明図である。
【図７】本発明に従う摩擦撹拌点接合用回転工具の他の一例を示す、図２に対応する拡大
説明図である。
【図８】図７におけるＣ－Ｃ断面説明図である。
【図９】図７におけるＤ－Ｄ断面説明図である。
【図１０】本発明に従う摩擦撹拌点接合用回転工具の更に他の一例を示す、図２に対応す
る拡大説明図である。
【符号の説明】
【００６９】
１０　　摩擦撹拌点接合用回転工具　　　　１２　　プローブ
１２ａ　プローブ先端部　　　　　　　　　１２ｂ　プローブ基部
１４　　ショルダ部材　　　　　　　　　　１４ａ　ショルダ先端部
１４ｂ　ショルダ基部　　　　　　　　　　１４ｃ　ショルダ面
１６　　押圧部材　　　　　　　　　　　　１６ａ　押圧先端部
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１６ｂ　押圧基部　　　　　　　　　　　　１８　　保持部材
２０　　ステー　　　　　　　　　　　　　２２　　圧縮コイルスプリング
２４ａ　狭小間隙　　　　　　　　　　　　２４ｂ　拡大間隙
２６ａ　狭小間隙　　　　　　　　　　　　２６ｂ　拡大間隙
２８ａ～２８ｄ　第一突起物
３０ａ～３０ｄ　第一排出孔
３２ａ～３２ｄ　下側第二突起物
３４ａ～３４ｄ　上側第二突起物
３６ａ～３６ｄ　下側第二排出孔
３８ａ～３８ｄ　上側第二排出孔
４０　　裏当て治具　　　　　　　　　　　４２、４４　金属板
４６　　摩擦撹拌部　　　　　　　　　　　４８　　プローブ穴
５０　　接合部　　　　　　　　　　　　　５２　　摩擦撹拌点接合用回転工具
５４ａ～５４ｄ　第一排出孔
５６ａ～５６ｄ　下側第二排出孔
５８ａ～５８ｄ　上側第二排出孔
６０　　摩擦撹拌点接合用回転工具　　　　６２　　ネジ部
                                                                                

【図１】 【図２】
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【図５】

【図６】 【図７】
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【図９】

【図１０】
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